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論文審査の結果の要旨 

本博士論文では、家計や公的教育機関に対する政府の新たな取り組みや外生的な制度変更が子どもと

その親に及ぼす因果効果を包括的に実証分析した。第１章では、子どもへの私的・公的教育投資を規

定する要因、および各教育投資が子どもの学力達成に及ぼすエビデンスを整理した。 

第２章では、2011年度の児童手当の拡充が親の子育て環境に対する意識に与える効果を検証し、児

童手当の増額は平均的に受給者の保育環境に対する需要を高めたことを示した。さらに、世帯収入が

平均以下の親は、児童手当の拡充によって保育的な環境への需要を高めたことを明らかにした。世帯

収入が平均以上の親については、児童手当の拡充によって保育的な環境への需要を下げる一方で、教

育的な環境への需要を高めたことを明らかにした。以上の結果より、児童手当の拡充は子育て環境の

優先度を高めるだけでなく、所得によって政策効果に異質性がある可能性が示唆された。 
第３章では、2012年に所得制限以上の世帯で児童手当の給付額が減少したことが、母親の就業や子

どもの健康に与えた影響を回帰不連続モデルから検証した。分析の結果、児童手当が減額された世帯

では、所得効果を通じて母親が認可外保育サービスを利用することでパートタイムや自営業での就業

確率を増やしたことが分かった。また、待機児童割合が高い都道府県では、母親が認可外保育サービ

スを利用し、フルタイムでの就業を開始することも明らかにした。ただし、高額な認可外保育サービ

スが利用できる世帯は一部に限られるので、母親の労働市場参加のためにさらなる認可保育の拡充の

必要性が本研究より浮き彫りとなった。 
第４章では、奈良市での臨時休校が生徒の学力や学習意欲に与えた影響を臨時休校から１年後まで

の期間にわたり中長期的に検証した。臨時休校の前後の差（小５の２学期以前と小５の３学期以降）

に加えて、COVID-19による休校の経験の有無（2019年に小６になる学年と2020年に小６になる学年）

に着目し、差の差の分析およびイベントスタディー分析を行った。分析の結果、臨時休校は短期的に

は生徒の算数の点数を悪化させた一方で、夏休み以降はむしろ学力が伸びていたことが分かった。臨

時休校中に不利な生活状況に直面した生徒は学力や学習意欲の伸びが阻害されていた上に、その影響

は学力下位層で大きかった。以上の結果から、学力下位層の生徒に対して、重点的な支援が必要であ

ることが示唆された。 

 

 審査結果の要旨 

浅川氏の論文は、家計や教育機関に対する政府の取り組みが、子育ての意識、母親の就業、そして子

どもの学力や健康に与える影響を検証した。大規模なデータを丹念に調べ、子育て政策の効果という

重要な課題への取り組みは、学術的な貢献だけでなく、社会課題の解決に大きな貢献をしている。以

上から博士（経済学）に十分に値すると判断する。 

 

 




